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第 27 回北海道本人確認情報等保護審議会 議事録 
 

日時：令和７年(2025 年)12 月 16 日（火）10 時 00 分～11 時 30 分 

場所：北海道立道民活動センター（かでる２．７）10 階 1020 会議室 

 

１ 出席者 

【審議会委員】 
会⾧  北海道大学大学院法学研究科   教授  齊 藤 正 彰 
委員     SOC 株式会社            代表取締役社⾧   朝 倉 由紀子 
委員  北海道市町村職員共済組合業務推進室 参事  粟 野 理恵子 
委員  北海道町村会法務支援室    室⾧  磯 部 吉 克 
委員  北海道自治体情報システム協議会   総務課⾧     須 田 幸 児 

（敬称略） 
【事務局・北海道関係部局】 

総合政策部地域行政局市町村課     広域連携担当課⾧  小 本 幸 治 
総合政策部地域行政局市町村課     課⾧補佐     内 山   悟 
総合政策部地域行政局市町村課行政係        係⾧        中 澤   潤 
総合政策部地域行政局市町村課行政係    主任    茂 木 詩 乃 
総合政策部地域行政局市町村課行政係    主事  貫 洞 拓 哉 
総合政策部地域行政局市町村課行政係    主事  久 保 雄次朗 
総合政策部地域創生局地域政策課地域デジタル化係  主事     手 塚 千 尋 
保健福祉部健康安全局地域保健課難病対策係     主任        鍋 島 靖 裕 

 

２ 議題 

（１）会⾧及び副会⾧の選出 

（２）報告事項 

  ・住民基本台帳ネットワークシステムの現状について 

・住民基本台帳ネットワークシステムの運用に係るセキュリティ対策について 

  ・住民基本台帳法施行条例及び施行規則の改正について（独自利用事務の削除） 

（３）審議事項 

  ・住民基本台帳法施行条例及び施行規則の改正について（独自利用事務の追加） 

（４）その他 
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３ 発言内容 

事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

開会 

 

事務局 

（内山補佐） 

本日はお忙しい中、ご出席いただきまして、ありがとうござい

ます。 

ただいまから、第 27 回北海道本人確認情報等保護審議会を開

催いたします。 

私は事務局の北海道総合政策部地域行政局市町村課の内山と

申します。本日はよろしくお願いいたします。 

はじめに、市町村課広域連携担当課⾧の小本からご挨拶を申し

上げます。 

課⾧挨拶 

 

事務局 

（小本課⾧） 

市町村課広域連携担当課⾧の小本でございます。 

本日大変お忙しい中、当審議会にご出席いただきまして本当に

ありがとうございます。 

審議会につきましては、先ほどお話ありましたが、27 回目と

いうことで、平成 14 年 8 月から稼働しております住基ネットワ

ークシステムの本人確認情報の保護に関する事項につきまして、

ご審議していただくというものでございます。 

住基ネットにつきましては、稼働以来、安定した運用を続けて

きておりまして、国が直近で公表しております昨年 8 月から今

年 7 月までのこの 1 年間における利用件数ですが、全国で約 14

億件の本人確認情報が国の行政機関等へ提供されるというよう

な形で利用されてございまして、日本の行政にとって欠かすこと

ができない重要な情報基盤ということでございます。 

こうした住基ネットの果たす役割がますます大きくなると、利

用件数が多く取り扱われるということでございまして、その適切

な運用を図るため、住基ネットの全国センターにおきましては、

常時厳重な監視体制がとられるということと併せまして、これに

携わる道におきましても、個人情報保護の責任という観点から住

基ネットに関する道、また、市町村の職員を対象といたしました

研修ですとか、各自の自己点検を実施していただくなど、職員一

人一人が本人確認情報の保護に万全を期して業務を行われるよ

う、対策を講じているというところでございます。 

本日は、委員改選後初めての審議会と、引き続きの審議員の方

もいらっしゃいますが、まずは本審議会の概要をはじめまして、

住基ネットの現状ですとか道におけるセキュリティ対策につき

まして、ご報告させていただきまして、その後、住基法の改正、

道の条例改正について、改正したご報告と、あわせて審議を行う

ということとしておりますので、委員の皆様におかれましては忌
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事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

憚のないご意見を賜ればと存じます。 

それではどうぞよろしくお願いいたします。 

委員挨拶 事務局 

（内山補佐） 

開催に先立ちまして、本日は第 12 期目の委員の皆様では初め

ての審議会ということになりますので、大変恐縮ではございます

が、委員の皆様から一言ずつご挨拶を兼ねまして、自己紹介をし

ていただければと思います。 

それでは齊藤委員、お願いいたします。 

齊藤委員 北海道大学の齊藤でございます。 

大学では憲法を担当しております。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

事務局 

（内山補佐） 

須田委員、お願いいたします。 

須田委員 大変お世話になっております。 

北海道自治体情報システム協議会の須田と申します。 

2 期目ということで記載いただいておりますけれども、前任の

小山からの引き継ぎの期間ということで実際に審議会に参加を

させていただくのは初めてであります。 

委員の皆様、事務局の皆様、本日はどうぞよろしくお願いいた

します。 

事務局 

（内山補佐） 

朝倉委員、お願いいたします。 

朝倉委員 皆さんこんにちは。 

私ＳＯＣ株式会社の朝倉由紀子と申します。 

私は今回で 3 期目となりますけれども、北海道ＩＴ推進協会

というＩＴ業界が集まる団体がありまして、そこの副会⾧やって

おりまして、そこからの推薦でこちらの方に参加していただいた

経緯がございます。 

引き続き、いろいろと私も学びながらになりますけれども、お

役に立てるように頑張りたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

事務局 

（内山補佐） 

粟野委員、お願いいたします。 

粟野委員 北海道市町村職員共済組合業務推進室参事の粟野と申します。 

4 期目となります。 

最後の期となります。 

微力ながら何かできればと思っております。 

よろしくお願いします。 
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事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

事務局 

（内山補佐） 

磯部委員、お願いいたします。 

磯部委員 初めまして。北海道町村会法務支援室の磯部と申します。 

4 月に異動したばかりで、2 期目とはいえ、気持ちとしてはま

だ 1 期目のような、いわば素人の立場ではございますが、今後と

もどうぞよろしくお願いいたします。 

定足数確認 

 

事務局 

（内山補佐） 

ありがとうございました。 

なお本日菅野委員及び富田委員につきましては、所用のため

欠席されております。 

それでは会議の成立についてご報告いたします。 

本日は委員 7 名中 5 名にご出席いただいております。 

過半数に達しておりますので、住民基本台帳法施行条例第 10

条第 2 項の規程によりまして、本日の審議会が成立しているこ

とを報告させていただきます。 

議題（１） 

会⾧及び 

副会⾧の選出 

事務局 

（内山補佐） 

それでは議題に移らせていただきます。 

恐縮ですが、会⾧選出までの間は事務局にて進行させていただ

きます。 

議題 1 の、「会⾧及び副会⾧の選任」についてでございますが、

住民基本台帳法施行条例第 9 条第 1 項、及び第 2 項の規定によ

りまして、当審議会では、委員の互選により、会⾧と副会⾧を置

くこととしております。 

選任について、ご提案はございますでしょうか。 

各委員 （提案なし） 

事務局 

（内山補佐） 

ご提案はないということですので、事務局案の方を提案させて

いただきます。 

大変僭越ではございますが、事務局案といたしまして、会⾧に

は、齊藤正彰委員を、副会⾧には菅野亮委員をお願いしたいと思

っておりますが、いかがでしょうか。 

各委員 （異議なし） 

事務局 

（内山補佐） 

ご異議がないということですので、会⾧には、齊藤正彰委員、

副会⾧には菅野亮委員を選出することといたします。 

なお菅野委員からは、事前にご内諾をいただいていることをご

報告させていただきます。 

進行引継 事務局 

（内山補佐） 

それでは齊藤会⾧におきましては、会⾧席の方に移動していた

だきまして、これからの議題の進行につきましては、住民基本台

帳法施行条例第 9 条第 3 項により、齊藤会⾧にお願いしたいと

思います。 
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事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

それでは、よろしくお願いいたします。 

 齊藤会⾧ 改めまして、齊藤でございます。 

各委員の方におかれましては社会経験等多く積まれていらっ

しゃるでしょうし、この委員会としての経歴が⾧い方というのも

いらっしゃいますので、ご指導を仰ぎながら進めて参りたいと思

います。 

議題（２） 

報告事項 

齊藤会⾧ それでは早速ではございますけれども、議事に入ります。 

本日議事の議題の 2 つ目ですけれども、まず報告事項でござ

いまして「住民基本台帳ネットワークシステムの現状」について

事務局の方から報告お願いいたします。 

事務局 

（貫洞主事） 

では、報告させていただきます。 

資料 1 になります。 

はじめに、住民基本台帳ネットワークシステム、いわゆる住基

ネットの現状について説明をいたしますが、その前に、本人確認

情報保護審議会の概要について簡単に説明をさせていただきま

す。 

なお、説明上に出てくる法律、条例に関しましては 2 ページ以

降にまとめておりますので、参考にいただければと思います。 

本人確認情報保護審議会は、住民基本台帳法、いわゆる住基法

の第 30 の 40 第 1 項の規定に基づきまして、本人確認情報の保

護に関する事項を調査審議すること等を目的に、各都道府県に設

置されまして、令和 6 年 5 月 27 日の改正住基法の施行以降は附

票本人確認情報、こちらについても、住基法 30 条の 44 の 13 の

読みかえ規定により、本人確認情報と同様に、各都道府県に審議

会を置くこととされました。 

本人確認情報とは、住民票に記載されております事項のうち、

氏名、生年月日、性別、住所、個人番号、住基コード、住所の変

更年月日など、付随情報の 7 項目のことを指します。 

附票本人確認情報というものに関しましては、戸籍の附票に記

載されている事項のうち、氏名、住所、生年月日、性別、住民票

コード、住所の変更年月日などの付随情報、こちらの 6 項目のこ

とを指します。 

これらの情報が、住基ネットに保存されまして、国や都道府県、

市町村などが本人確認をする際に利用しております。 

審議会の組織及び運営に関わる規定につきましては、各都道府

県の条例で定めることになっております。 

本審議会については、住民基本台帳法施行条例第 7 条から第
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事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

12 条に規定されております。 

委員数につきましては 7 名以内、任期については任命の日か

ら 2 年としております。 

なお、本審議会は、審議事項があった都度開催しておりまして、

直近ですと、去年令和 6 年 4 月に住民基本台帳施行条例等の改

正についてご審議をいただくことがありました。 

特段審議事項がない場合は、住基ネットの利用等についての報

告ということで、年 1 回程度の開催となっております。 

審議会で調査審議される事項は、住基法に規定されており、大

きく分けて 2 つございます。 

まず 1 つは、住基法の規定によりその権限に属された事項を

調査審議することです。 

こちらは、住民票コードの利用制限に違反したものに対して、

知事が中止命令を発する場合に意見を述べることを指します。 

住民票コードの利用制限とは、1 つめ、市町村や、都道府県、

国といった機関以外のものが、売買、賃貸借、雇用、その他の契

約にあたって、住民票コードを求めてはいけないこと。 

2 つめ、同じく市町村や、都道府県、国といった機関の機関以

外のものが、業として、いわゆる事業として、住民票コードの記

録されたデータベースを構成してはいけないということです。 

これらは、個人情報保護の観点から制限されているものになり

ます。 

道内においては、この住民票コードの利用制限に関する中止勧

告や命令等が行われた事案は、これまでに 1 度も発生はしてお

りません。 

ですので、この事項に関して審議が行われた実績は今のところ

ございません。 

続きまして、調査審議事項の 2 つ目として、知事の諮問に応

じ、本人確認情報等の保護に関する事項を、調査審議するという

ことです。 

実際に委員の皆様にご審議いただく事項は、主に資料 1 の②

に書いてあることですが、道では、冒頭で説明した氏名や生年月

日などの本人確認情報が利用できる事務を、住民基本台帳法施行

条例で定めております。 

この利用にできる事務の追加などのために条例や規則を改正

する場合、改正内容について委員の皆様にご審議をいただいてお

ります。 
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事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

こちらに記載されておりますのは、参考までに、過去の審議事

項を掲載したものとなってございます。 

審議会に関しましては今説明をしました、資料 1 の①②の部

分を知事に建議することができます。 

なお、法令の改正により生じた項ずれ、法令の名称変更を反映

するためなどの改正については、本人確認情報の利用範囲を拡大

するといったことはありませんので、委員の皆様にご審議をいた

だく審議事項の対象とはなりませんけども、報告事項として、そ

の都度、委員の皆様に情報提供して参りたいと思っております。 

本人確認情報審議会の概要については以上になります。 

引き続き、住基ネットの現状について説明をさせていただきま

す。 

事務局 

（久保主事） 

それでは住民基本台帳ネットワークシステムの概要について

ご説明しますので資料の 2 をご覧ください。 

はじめに「1 住基ネットの概要」について説明いたしますと、

住民基本台帳ネットワークシステム、いわゆる住基ネットとは、

住民の利便の増進と、国や地方公共団体の行政の合理化に資する

ため、居住関係を公に証明する住民基本台帳をネットワーク化

し、全国共通の本人確認ができるシステムとして構築されたもの

です。 

なお、令和 6 年 5 月 2７日の改正住基法の施行により、住民票

の記載事項に基づく本人確認情報に加えて、新たに戸籍の附票の

記載事項に基づく附票本人確認情報の利用提供が開始しました。 

本人確認情報は、住民票の記載事項のうち、氏名、生年月日、

性別、住所、住民票コード、個人番号及びこれの変更情報のこと

を指し、附票本人確認情報は、戸籍の附票の記載事項のうち、氏

名、生年月日、性別、住所、住民票コード及びこれらの変更情報

のことを指します。 

本人確認情報と附票本人確認情報の利用、提供のすみ分けと

しては、本人確認情報の利用等は、日本国内に居住する日本国民

の本人確認を対象とし、附票本人確認情報の利用等は、日本国外

に居住する日本国民の本人確認を対象としております。 

住基ネットのシステム構成については、資料 2 の図のように

全国ネットワーク、都道府県ネットワークという専用の回線網で

全国、都道府県、市町村の各サーバーを結ぶ構成となっておりま

す。 

住基ネットシステムの導入による効果としては、住民側の目
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事 項 発 言 者 発 言 要 旨 

線で例を挙げますと、住基ネット導入前は、パスポートの申請時

に申請書とあわせて住民票の写しを提出していたものが、自治体

が住基ネットを利用することによって、本人確認情報を確認でき

るようになり、住民票の写しを入手する手続きや交付手数料の負

担がなくなるなど、利便性の向上や、負担の軽減に繋がっており

ます。 

また、行政側の目線では道における地方税の賦課や、徴収関係

において、納税義務者などの所在が不明な場合、その都度、道が

市町村に対して住民票の写しを請求していましたが、住基ネット

を利用し、本人確認情報を確認できるようになったことでこの事

務を省略できるようになり、事務の効率化に繋がっております。 

次に、「２ 市町村、都道府県、国（J-LIS）」の役割についてで

す。 

この表に市町村、都道府県、国の役割をまとめております。 

道における役割としては、市町村に設置された CS（コミュニ

ケーションサーバー）と、都道府県サーバー等へつなぐ都道府県

ネットワーク網の構築運営や、本審議会の設置が主なものとなっ

ております。 

次に住基ネットシステムのセキュリティの状況についてご説

明します。 

従来は都道府県、各都道府県がそれぞれ都道府県サーバーを

設置しておりましたが、住基ネット稼働時の平成 14 年と比べ技

術革新が進み、各都道府県内にサーバーを設置する制約がなくな

ったことから、システムの安全性を確保しつつ、効率的な運用を

図るため、平成 26 年 1 月に、それまで各都道府県がそれぞれに

設置していた都道府県サーバーを集約センターと呼ばれる、国内

1 ヶ所に集約して管理運用することとしました。 

集約センターの保守や管理は、地方公共団体情報システム機

構、通称 J-LIS と呼ばれる法人が担当しており、厳重な警備のも

とで監視されているほか、ネットワークについても、J-LIS が 24

時間体制で不正なアクセスの監視を行っております。 

続いて、住基ネット本人確認情報の利用状況についてご説明

します。 

2 ページ目をご覧ください。 

本人確認情報の利用には大きく分けて法令利用と条例利用の

2 種類の利用がございます。 

1 つは法令利用です。 
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国や都道府県、市町村等が、住民基本台帳法に規定されている

事務について J-LIS サーバーで保存されている本人確認情報等

を利用できます。 

もう 1 つは、条例利用です。 

都道府県や市町村等が住民基本台帳法の規定に基づき、各都

道府県が定めた条例に規定された事務について、都道府県サーバ

ーで保存されている本人確認情報等を利用できます。 

1 つ目の法令利用については、ページの中段にあります、表の

通り、住民基本台帳法の別表第 1 から別表第 6 において、保存

機関や利用機関ごとに利用できる事務が定められております。 

そのうち、道での利用に係るものは、別表第 5 及び別表第 6 に

定められている事務となっています。 

条例利用については、住民基本台帳法施行条例の別表第 1 か

ら別表第 3 において、利用できる事務を定めております。 

道では、平成 14 年に、住民基本台帳法施行条例を制定し、平

成 23 年に条例利用事務を定める改正を行いました。 

条例利用の開始にあたっては、道庁関係部局に、住基ネットに

よる本人確認情報の利用希望の有無について調査を実施し、利用

件数の見込みやセキュリティ確保のため、管理体制を含む事務処

理負担などを提案しながら、利用事務を選定しております。 

別表第 1 が、道内市町村、別表第 2 が、知事部局、別表第 3 が

教育委員会などの知事以外の執行機関において利用できる事務

を定めております。 

具体的な事務、その利用件数の実績については、次のページ以

降で、表にして掲載しております。 

3 ページ目をご覧ください。 

まず、住民基本台帳法、この場合別表第 5、別表第 6 に基づく

道での利用についてですが、令和 6 年度の北海道における利用

実績は、表の右下の方にあります、利用実績約 18 万 5 千件で、

そのうち 3 分の 1 の約 6 万件は別表第 5 の上から 5 番目にござ

います、旅券法による一般旅券の発給等に関する事務です。 

なお、上から 8 番目の難病法による特定医療費の支給に関す

る事務、及び上から 16 番目の精神保健福祉法による措置の実施

または手帳交付に関する事務は、前年と比較しますと、利用件数

がどちらも約 1 万件増えています。 

増加した要因としては、健康保険証や、障害者手帳とマイナン

バーカードとの紐づけにおいて、確認するために利用した事例が
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多かった点が考えられています。 

続いて、1 つ下の知的障害者福祉法による知的障害者の判定に

関する事務については、令和 3 年 5 月 19 日の改正住基法の施行

により、別表事務として追加されており、道では、令和 6 年 2 月

から利用を開始しております。 

昨年度からの増加の原因としては、令和 5 年度は改正住基法

の施行が年度途中からであり、令和 6 年度は 1 年間を通して利

用していたため、大幅に増加したと考えられております。 

次に、4 ページ目をご覧ください。 

住民基本台帳法施行条例に基づく利用についてですが、表を 2

つに分けております。 

まず上段の表です。 

「ア 住民基本台帳法施行条例（別表 1）に基づく市町村への

提供」の表についてですが、これは条例に基づき道から市町村へ

提供された本人確認情報の利用件数をまとめた表となっており

ます。 

令和 6 年度の利用実績は約 1,300 件で、そのほとんどが地方

税法等による市町村税の賦課徴収に関する事務のため利用され

ております。 

令和 6 年度の利用実績については昨年度と比較し、大きく増

減のあった利用事務はございませんでした。 

次に、下段の表、「イ 住民基本台帳施行条例（別表 2、3）に

基づく道での利用」の表についてですが、これは条例に基づき、

道で利用された件数をまとめております。 

令和 6 年度の利用実績は約 7 万 8 千件で、そのほとんどが、

地方税法等による道税の賦課徴収に関する事務のため利用され

ております。 

前年との比較で申しますと、特に地方税法等による道税の賦

課徴収に関する事務を除くその他事務での利用件数が前年より

減っておりますが、年度により申請等にばらつきがあるためだと

考えられています。 

住基ネットの概要についての説明は以上です。 

齊藤会⾧ ありがとうございます。 

ただいまの説明について、委員の皆様から質問等ございますで

しょうか。 

（質疑なし） 

齊藤会⾧ 報告事項の 2 つ目、 
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「住民基本台帳ネットワークシステムの運用に係るセキュリ

ティ対策」について引き続き事務局から説明お願いいたします。 

事務局 

（茂木主任） 

私の方からは、住基ネットの運用に係るセキュリティ対策の

取り組み状況について、ご説明のほうをさせていただきます。 

資料 3 の方ご覧ください。 

資料 3 まず 1 ページ目の「1 概要」の部分ですが、住基ネッ

トシステムのセキュリティ対策の取り組みを大きく 2 つ整理し

ております。 

1 つ目といたしまして、各地方自治体は、住基ネットが安全に

運用されるよう、関係法令や J-LIS が制定したセキュリティ指

針、こちらに基づき、規定や手順書の方を整備しております。 

2 つ目といたしまして、セキュリティ責任者を置くなど、責任

体制の整備や研修の実施、自己点検や外部事業者による監査、こ

ちらを通じたセキュリティ面の取組評価、こちらの取組により、

不正利用を防止する安全措置を講じているところです。 

続きまして、1 ページ中段の「２ 北海道の取組」についてで

すが、主なものとして、大きく 4 つの項目で取組を行っていると

ころです。 

1 つ目として、複数の規定を整理統合し、道の情報セキュリテ

ィ対策の管理体制や実施手順を定めた、実施規定の整備。 

2 つ目として、毎年度研修計画を策定した上で、研修の実施。 

3 つ目として、庁内向けの点検監査手順書による、定期や随時

の点検監査の実施。 

4 つ目として、市町村が行う自己点検や市町村が受ける監査の

結果に対する助言を実施しているところです。 

下段の表には、道職員や市町村職員への研修、点検、監査、こ

ちらについて取り組みの概要を一覧に整理してございますので、

参照いただければと思います。 

続きまして資料 3、2 ページ目をご覧ください。 

2 ページ目の「（1）研修計画に基づく研修の実施」ですが、先

ほど道の取組の主なものの 2 つ目としてご説明させていただき

ました、研修計画に基づく研修の詳細になります。 

道では、職員の意識向上により不正行為や、いわゆるヒューマ

ンエラーの防止を図るため、実施規定に基づき平成 29 年度から

毎年度研修計画を策定し、住基ネットに関わる全職員に対して研

修を行っております。 

実施対象者は、一覧表のほうに整理させていただきましたが、
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管理者向け関係者向け、操作者向けの研修区分としておりまし

て、それぞれの役割や事務の内容に応じた研修内容としておりま

す。 

実施状況は、第１部研修として書面研修を実施、第２部研修と

して講習会の開催を行っているところです。 

まず、第１部研修ですが、研修区分に応じ、住基ネットの概要

等を整理した資料を、振興局等に配布いたしまして、各所属にお

いて書面の回覧や対面方式による勉強会、そういった方法での研

修を実施することとしております。 

続きまして第２部研修についてですが、こちらは例年、札幌市

内において、全道から住基や、個人番号、個人情報保護及び、情

報化推進を担当しております道の各振興局等の職員、市町村職員

に集合してもらい、個人情報セキュリティ講習会を開催しており

ます。 

個人情報セキュリティ講習会を実施して、情報セキュリティ

対策の専門家の方から、最近の情報等を講演していただいており

ます。 

今年度の実施内容は、住基システムの外部監査などを行って

おります、ＰｗＣＪＡＰＡＮ有限責任監査法人の職員の方に講師

を依頼しておりまして、情報セキュリティ事故の傾向や、実際の

監査における改善すべき事項など、道や市町村でも、身近な話題

についてご講演をいただいたところです。 

出席状況につきましては、市町村は 179 のうち 97 団体ほど、

各振興局、本庁利用課、パスポートセンター、道税事務所や道警

など、北海道の関係者が 52 名ほど参加をいたしました。 

続きまして、資料 2 ページ下段、「（２）点検監査の実施」につ

いてですが、まず道においては、①点検にありますように、自己

点検簿を用いて、日次・月次及び年次のサイクルで自己点検を行

っており、今年度の実施状況は、12 月現在で、適切に点検が行

われていることを確認しております。 

次に、②監査にありますように、住基ネットの端末設置課や利

用課に対して、端末の設置状況、事務書類の保管状況などをポイ

ントとして、私ども市町村課行政係の職員が現地に赴いて確認を

することとしております。 

なお監査につきましては、端末を設置している 14 振興局など、

17 機関を対象に、3 年間で全機関を一巡する計画としておりま

す。 
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次にページ移りまして、3 ページ目をご覧ください。 

監査実施計画は、令和 6～令和 8 年度の 3 年間で、全機関の監

査を実施する計画としております。 

今年度の実施状況といたしましては、後志、胆振、渡島、檜山

及びオホーツクの振興局と、札幌道税事務所自動車税部の監査

を、11 月から 12 月にかけて実施し、いずれも大きな問題点は発

見されませんでした。 

点検及び監査手順については、参考資料で配付しております、

「住民基本台帳ネットワークシステム点検監査手順書」のとおり

となりますので、後程ご覧いただければと思います。 

次に、「3 国や地方公共団体情報システム機構（J-LIS）の取

組」についてです。 

こちらにつきましては大きく 2 つございまして、説明会の開

催と監査の実施を行っております。 

まず、（1）「J-LIS による説明会の開催」ですが、総務省、J-LIS

が道と市町村の住基担当職員向けに実施する住基関係事務の担

当者説明会がございまして、今年度の実施状況については、先ほ

ど道実施分の研修としてご説明いたしました第２部の研修、個人

情報セキュリティ講習会と同日同会場で、集合形式の説明会を実

施いたしました。 

続きまして（2）の「住基ＪＰＫＩ監査」ですが、市町村の住

基システムの運用や、セキュリティ確保の状況などについて、J-

LIS から委託を受けた監査人が監査を行っておりまして、新型コ

ロナ感染症の影響や、デジタル化の推進といった社会情勢の変化

を鑑みまして、令和 3 年度以降はリモート対応を前提とした新

たな取り組みを実施しているところです。 

資料 3 ページ目中段以降には、令和 7 年度の住基ＪＰＫＩ資

料関連業務の概要の方を示させていただいております。 

1 つ目の「全団体実機調査」につきましては、全市町村を対象

に、J-LIS が配布するプログラムの実行により、ＣＳ（コミュニ

ケーションサーバー）や、統合端末の、セキュリティ設定に問題

はないかを調査するものとなっておりまして、8 月下旬までに市

町村での作業を終え、8 月末には J-LIS へデータを提出済みとな

っているところです。 

2 つ目の、「リモート監査」。 

こちらにつきましては、監査用のウェブサイトと、Ｗｅｂ会議

のアプリケーションを用いまして、オンライン監査を実施するも
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のとなっております。 

今年度は道内からは、網走市、北斗市、知内町、由仁町、新十

津川町、沼田町、様似町、及び別海町、以上の 8 団体を選定いた

しまして、1 月下旬から 2 月にかけて、監査を実施する予定とな

っております。 

ではページ移りまして、4 ページ目からとなりますが、3 つ目、

「リモートヒアリング」、こちらにつきましては、電話により住

基関連のセキュリティ対策などを確認するものでございまして、

リモート監査の簡易的なものという位置付けとなります。 

道内は 60 団体を選定いたしまして、8 月以降順次ヒアリング

が実施されており、3 月までに終了する予定となっております。 

4 つ目の「オンラインセミナー」、こちらにつきましては年明

けに実施される予定となっておりまして、現在、J-LIS からの諸

通知等を待っている状況でございます。 

5 つ目の「都道府県フォローアップ支援」。 

こちらにつきましては、先ほどご説明した 1 つ目の全団体実

地調査、3 つ目のリモートヒアリング、こちらで監査人から得ら

れた結果ですとか、助言内容を利用いたしまして、道内市町村へ

のフォローアップをしていく取り組みとなっております。 

こうした仕組みも利用いたしまして、市町村への働きかけを

進めていきたいと考えているところでございます。 

最後に 4 ページ後半の「4 市町村における取り組み」、こち

らについてですが、市町村では、国のチェックリストによる自己

点検も行っているところです。 

自己点検につきましては、資料 1 ページにも記載しておりま

すとおり、総務省から毎年、「住民基本台帳ネットワーク及びそ

れに接続している施設ネットワークに関する調査票」というセキ

ュリティ維持の取り組みに関するチェックリストが配布されて

おります。 

このチェックリストに基づき、各市町村において自己点検を

実施し、その結果を都道府県を通じて国へ報告するということが

求められているところです。 

今年度も道内全市町村で、こちらの自己点検を実施済みとな

っておりまして、道の方で結果を取りまとめて国に報告し、国か

らのヒアリング対応なども行ったところでございます。 

また、市町村の自己点検の実施結果や、国のヒアリング結果、

こちらを踏まえまして、道から市町村に対して必要な助言を行っ
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ているところです。 

また今年度は自己点検の結果、令和 6 年度の改善事項が、今年

度、令和 7 年度も改善できなかった団体、今年は知内町、こちら

につきまして、現地確認を我々の方で実施し、改善状況について

ヒアリングを実施したというところでございます。 

セキュリティ関係の現状に関する説明は以上となります。 

齊藤会⾧  ただ今の説明に関してご質問はございませんか。 

磯部委員 北海道は地震などをはじめ、広域災害が比較的多い地域だと

認識しております。 

そこで、まず 1 点目としてお伺いしたいのですが、災害時にお

いても住基ネットを安定的に使い続けるための指針や体制は、ど

の程度整備されているのでしょうか。 

バックアップ体制を含め、J-LIS 様において何らかの対応や仕

組みが取られているのか、その点について教えていただければと

思います。 

次に 2 点目ですが、近年は小規模町村が増えており、担当職員

が限られている自治体も多い状況です。 

研修等は実施されているものの、実務面では適正な運用がな

かなか難しい、という声を耳にすることもあります。 

そのような小規模自治体に対して、どのようなサポート体制

が取られているのか、あるいは今後強化されていく予定があるの

か、その点についてもお伺いできればと思います。 

事務局 

（茂木主任） 

まず、小規模自治体へのバックアップ、適正運用への協力の関

係ですけれども、道の方でも、先ほどのご説明ともかぶるところ

でありますけれども、毎年、同じようなところで詰まってしまっ

ているような団体、そちらにつきましては、もちろん国の方から

も、北海道で支援するようにと言われておりますし、道の方でも

例年は 1 団体程度ですけれども、実際に道の職員が、その自治体

の方に行かせていただいて、どういったところで困っているのか

ですとか、どうしたらうまくいくかというところをヒアリング、

助言させていただいて、ご相談に乗らせていただくというかたち

でやらせていただいているところです。 

行けなかった団体につきましても、何でできなかったのだろ

う等のところはメール上でやりとりさせていただいて、そこでの

原因の把握と、できる限りはバックアップしているところでござ

います。 

災害につきましても、緊急時の連絡体制というのは J-LIS の方
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と道の方で、連絡をとって、国と J-LIS の方で対応したことにつ

いて町の方まで連絡していくという体制の整備自体はしており

まして、ちょうど年末から年明けにかけて、緊急時対応訓練など

行っているところでございます。 

そういう緊急で、災害等に限らずではあるのですけれども、ネ

ットワークが切れてしまったというときに、原因究明から解決ま

での連絡体制をとっているという形になっております。 

事務局 

（中澤係⾧） 

補足を付け加えさせていただきます。 

このバックアップ、災害が起きたときに直ちに復旧するよう

なシステムというのを私たちも承知はできていないですけれど

も、これと別にその行政機能がしっかり確保できているかという

のはすでに私たち、行政係で確認をして国に報告するという体制

ができていまして、その中で住基のシステムであったり、税のシ

ステムであったり、どこまで今使える状況になっているか、使え

ないのかという確認や、それに向けた復旧というところの情報連

携といった体制はとるようにしておりまして、あと市町村の適正

運用に向けた体系につきましても、私たちから助言させていただ

くのに加えまして、先ほど説明ありましたように、監査法人の方

で、3 年に 1 回、監査が入りますので、監査法人の方がとても詳

しくて、何か細かい部分でわからないことですとか、運用面での

課題など、わからないことがあれば監査法人の方に、ご質問いた

だくというのも 1 つ有効なやり方、というような助言をさせて

いただいております。 

齊藤会⾧ はいありがとうございます。 

ただいまの磯部委員のご質問の 1 点目の災害時の対応という

のは前の期１回目のご説明のときもあったところで、それについ

て当時も本日と同じように、訓練等をこの災害時の対応の訓練を

行っているということがあって、それは十分なされているんだと

思いますが、今のご指摘の中でもう 1 つは、今ここで直ちにどう

こうできる問題ではないと思いますけれども、訓練をして、役所

といった行政機関の内部で対処できる問題と、そうは言っても電

力等のエネルギーインフラ等が止まってしまえばこれはどうに

もならないわけで、その中間あたりのところで、もちろん電力が

来なければ訓練をしようがシステムバックアップはどうにもな

らないわけですけれども、中間点、繋ぎ部分で、もしかすると見

落としであるとか、何か対処できる可能性があるのではないかと

いうような趣旨も、含まれていたのかなと思います。 
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２点目のところはこれも先ほど町村等での実施状況について

チェックをされて、不十分なところがあれば、それが改善される

方向で、検討されている、アシストされているところはご説明の

とおりだと思いますが、恐らくこれも磯部委員のご質問、ご指摘

の中にもあったのは、中⾧期的に、別に落ち度があったりわから

なかったりして、適切に対応していないというだけではなくて、

町村の方でもこれから、将来的には人的になかなか苦しいところ

も出てくるので、やらなければいけないというところはわかって

いても、それを全部フォローできるだけの余力がないということ

になったときに、例えばそこを道側で何ができるのか、とはいえ

その市町村の自治事務に直接手を出すわけにいきませんし、これ

は多少⾧いスパンで、もちろん北海道だけの問題ではないわけで

すけれども考えていかなきゃいけないところがあるのではない

か、というご指摘も含まれていたかなというふうに伺えました。 

齊藤会⾧ 他にご質問ありませんか。 

（質疑なし） 

齊藤会⾧ それでは報告事項の 3 つ目、 

「住民基本台帳法施行条例及び施行規則の改正について」、事

務局から報告お願いします。 

事務局 

（貫洞主事） 

それでは、報告事項 3 つ目の、独自利用事務の削除に関わるも

のになりますが、住民基本台帳施行条例等の改正につきましてご

説明いたします。 

まず、前提として、今回の条例改正案に関しましては、北海道

議会令和 7 年第 4 回定例会で既に議決されておりまして、条例

の公布とともに施行されております。 

今回、冒頭の資料 1 の説明にもございましたが、住基法の第

30 条の 40 第 2 項には、審議会は知事の諮問に応じ本人確認情

報の保護に関する事項を調査審議できるということになってお

りまして、独自利用事務を拡大することにおいては、すなわち、

行政において職員が住基ネットで本人確認情報を利用できる機

会が拡大するということでありまして、こちらの本人確認情報の

保護に直接関わるものでありますため、審議をいただくこととし

ておりますが、本件ですと、独自利用事務の条例及び施行規則か

ら削除する内容となっておりますので、今回は報告とさせていた

だいているところになります。 

内容の説明をさせていただきます。 

資料の 4 をご覧ください。 
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「1 住民基本台帳施行条例について」の（1）概要についてで

すが、先ほどの報告でも説明いたしましたが、住民基本台帳法の

規程に基づいて、条例は本人確認情報等の利用や、保護に関して

必要な事項を定めております。 

本人確認情報等は、住民の利便の増進や、国や地方公共団体に

おける、行政の合理化に資するため、行政が利用できることとさ

れているものでありまして、本人確認情報を利用できる事務につ

いて全国的に共通して利用可能なものは住基法に、道と道内の市

町村が利用可能なものは本条例に限定的に定められております。 

独自利用事務というのは、この本条例で定めている事務を指し

ております。 

（2）構成に住基条例の構成を表に簡単にまとめさせていただ

いております。 

第 1 条では条例の趣旨について、2 条から 6 条までは、本人確

認情報について、7 条から 12 条では審議会の構成について定め

ております。 

このうち、4 条については、知事が利用できる事務、いわゆる

道の職員が業務で利用することができる事務について定めてお

りまして、具体的にはその別表２というものに列記されておりま

す。 

第５条では知事以外の道の機関の利用、いわゆる教育委員会な

どの執行機関が利用できる事務について定めておりまして、具体

的にこちらは別表 3 というものに列記されております。 

今回報告いたします条例改正は、2 の「改正の内容」にありま

すとおり、大元の住民基本台帳法の改正によって、法に規程する

利用事務が拡大したことによって、新たに法で規定されたもの

と、道ですでに定めておりました利用事務の一部が重複したこと

から、本条例、伴いまして条例の施行規則の改正を行い、別表第

２及び第３に記載している事務を削除するものとなっておりま

す。 

次のページご覧ください。 

こちらでは法で新たに規定された事務と、道条例で重複した部

分の対応箇所を記載しております。 

今回、削除を行った事務は、表の中の右の列をベースに説明を

させていただきますが、別表第２においては、「22 採石法」、「23

砂利採取法」になります。 

こちらはどちらも事業者登録等における審査において本人確
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認情報を事務利用できる規程となっております。 

別表 3 におきましては「9 監査委員」という項目になりまし

て、こちら住民監査の請求に関わる審査等において、本人確認情

報を利用できる規程となっております。 

改正後の条文につきましては次のページを開いていただきま

して、「新旧対照表 住民基本台帳施行条例」に記載しておりま

す。 

内容としましては先に説明しましたとおり、別表第 2 及び第 3

の当該の項目を削除、それに伴い項番を繰り上げるといった内容

になっております。 

続きまして次のページには、それに伴って改正した施行条例の

内容が記載されております。 

本条例と同様に、当該項目を削除して、それに伴って項番を繰

り上げております。 

独自利用事務の削除に関わる条例改正の説明は以上になりま

す。 

齊藤会⾧ ありがとうございます。 

ただいまの説明に関してご質問ございますか。 

（質疑なし） 

議題（３） 

審議事項 

齊藤会⾧ それでは次、議題の 3 つ目は審議事項でございます。 

「住民基本台帳法施行条例及び同施行規則の改正について」、

事務局から説明をお願いします。 

 事務局 

（茂木主任） 

それでは審議事項となる住基条例規則の改正につきまして、資

料の方 5－1 及び 5－2、こちらに沿ってご説明の方をさせていた

だきます。 

まず資料 5－1 の「1 住民基本台帳施行条例について」、その

概要と構成の方を、ご説明をさせていただきます。 

こちら（1）の概要についてですが、こちらは先ほどお話のあ

りました、独自利用事務の削除に係る住民基本台帳施行条例等の

報告でもご説明をさせていただきましたので、今回は説明のほう

は省略をさせていただきます。 

（2）の構成についてですが、こちら表の方に簡単にまとめさ

せていただいたとおり、第 1 条で条例の趣旨について、第 2 条

から第 6 条では本人確認情報について、第 7 条から 12 条では審

議会の構成について定めているところです。 

このうち、第 4 条で定める知事が利用できる事務については、

具体的には別表第 2 に列記されております。 
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今回の条例改正においては、この別表第 2 に利用事務を追加

し、住基ネットの利用範囲を拡大しようというものでございま

す。 

次に資料 5－1 の「2 審議事項とする理由」についてでござ

います。 

先ほどご説明ありましたとおり、住基法の第 30 条の 40 第 2

項において、審議会は、知事の諮問に応じ、本人確認情報の保護

に関する事項を調査審議できることとされておりまして、今回の

ように独自利用事務を拡大する場合、道として当審議会にお諮り

いたしまして、その是非について皆様にご審議をいただくという

こととしているものでございます。 

次に、資料 5－1、2 ページ目、こちらをご覧ください。 

こちらの 2 ページ目では、北海道住民基本台帳法施行条例の

改正の予定について、概要をご説明させていただきます。 

審議事項のご説明の前に、今回の内容と関連して、マイナンバ

ー制度と住基ネットの関係についてご説明の方をさせていただ

きます。 

平成 29 年 11 月からマイナンバーの情報連携の本格運用が開

始されておりまして、住民の方から申請を受けた行政機関等が関

係機関に世帯情報や、税関係情報の照会を行うことにより、従来

申請時に必要だった住民票の写しや、年金の受給証明書等の書類

の提出が不要になったところでございます。 

マイナンバーを利用するために、真正性確認という各団体が取

得したマイナンバーカードが確かに本人のものであるというこ

とを確認する作業がはじめに必要となります。 

例えば窓口に来た住民の方が、マイナンバーを提示した際に、

そのマイナンバーが本当に正しいものかどうかを確かめるため

に、住基ネットの本人確認情報を利用して確認作業を行うという

ことになります。 

マイナンバーの利用については、行政手続における、特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律、いわゆる番号利

用法、こちらで条例に規定をすることによって、マイナンバーを

利用することができるとされておりまして、道には、北海道行政

手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例、以下番号利用条例と言わせていただきますが、こちら

の条例で独自利用することができる事務というのを定めている
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ところです。 

この番号利用条例で定められた独自利用事務についても、先ほ

ど簡単にお話させてもらったように真正性確認に行う必要がご

ざいまして、そのためには、住基ネットを使って真正性確認を行

う必要があることから、住基条例についてもその独自利用事務を

利用事務として規定する必要があります。 

この場合、あくまでマイナンバーを利用するための準備段階

で、住基ネットを真正性確認のために利用する必要があるという

もので、番号利用条例における独自利用のいわば副産物として、

住基条例に関係規定が規定されることとなります。 

そのため、今回添付させていただいた資料においても、番号利

用条例の改正がメインとなった作りとなっているところですの

で、そちらご承知おき願います。 

それでは今回の改正の概要についてご説明いたします。 

詳細につきましては、この後、保健福祉部の方からご説明をさ

せていただきますので、ここでは概要のみのご説明とさせていた

だきます。 

資料 5－1 の 2 ページ目、項目 1 つ目の方ご覧ください。 

まず、「改正の趣旨」というところでございますが、個人番号

の利用範囲にウイルス性肝炎及び橋本病の患者に対する医療の

給付に関する事務を追加するということを予定しているところ

でございます。 

続いて、項目 2 つ目、「改正の動機」という部分でございます

が、こちらウイルス性肝炎・橋本病に係る医療給付申請時の添付

書類を省略し、患者の利便性の向上及び行政運営の効率化を図る

ため、独自の個人番号の利用範囲について条例で定めるために、

今回番号利用条例を改正しようとするものとなっております。 

項目の 3 つ目、「改正の内容」につきましては、1 つ目、独自

利用事務の追加。 

こちらは番号利用条例の改正の内容として、ウイルス性肝炎・

橋本病の医療給付に関する事務を追加するといったことの説明

となっております。 

改正の内容 2 つ目、住民基本台帳法施行条例の一部改正。 

こちらが前段１の番号利用条例の改正に併せ、上記条例を改正

することの説明となっているところでございます。 

項目 4 つめ「施行期日」、こちらについてですが、令和 9 年の

4 月 1 日、こちらを予定しております。 
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こちらはマイナンバーによる情報連携の開始に伴う届出、こち

らの締め切りが令和 8 年 6 月までとなっているところでありま

して、それまでに条例改正を行う必要があることから、令和 8 年

の第 1 回定例会の方に提案を行うこととしております。 

資料 1 ページ以降につきましては、番号利用条例・住基条例の

改正案及び新旧対照表の方、添付させていただいております。 

先にご説明いたしましたとおり、今回住基条例は、番号利用条

例の改正の副産物として改正されるものとなりますので附則内

で改正の提案をするという作りになっているところでございま

す。 

なお、改正案につきましては、現在、法制担当課において審査

を行っている段階であるため、今後文言の修正が生じる可能性が

ございますが、改正の趣旨、内容が変更となることはない予定と

なっているところでございます。 

では今回の改正の詳細について、ウイルス性肝炎進行防止対

策・橋本病重症患者対策医療給付事務に関する事務、こちらを所

管しております、保健福祉部の地域保健課からご説明の方をさせ

ていただきます。 

 

事務局 

（鍋島主任） 

保健福祉部地域保健課の鍋島です。 

私からは、ウイルス性肝炎進行防止対策・橋本病重症患者対策

医療給付事業に係る住民基本台帳法施行条例及び施行規則の改

正について説明いたします。 

本事業の目的につきましては、資料 5－2 をご覧ください。 

こちらの資料の２のとおり、ウイルス性慢性肝炎の肝硬変への

進行や、肝がん発生を防止し、患者の効果的な治療を確保すると

ともに、重症の橋本病患者の治療を支援することとなります。 

道が事務を行う肝炎進行防止対策事業として、道独自の本事

業、国事業のウイルス性肝炎進行防止対策医療給付事業の 2 つ

の事業があります。 

国事業の審査基準を満たさない患者を、道事業の方で審査して

認定する関係性となっております。 

本事業は、対象患者から新規申請や毎年の更新申請時に、資料

の 3 に記載の住民票などの添付資料の提出を求めています。 

また、住民票などの変更届や自己負担変更申請書の提出時にも

添付資料として、住民票などの提出をお願いしているところで

す。 
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なお、国事業につきましても、申請時などにおきまして、住民

票などの訂正をお願いしているところではありますが、準法定事

務等の改正によりまして、国事業は令和 7 年６月から、マイナン

バーを用いた情報連携が可能な事務となり、住民票などの添付資

料の省略が可能となったところです。 

これに伴いまして、道単独事業である本事業につきましても、

同じく条例等の改正が必要となったところとなります。 

次に本事業の受給者証の交付の流れにつきましてご説明しま

す。 

資料の 4 の記載のとおりとなります。 

対象患者から申請受理後、道において審査のうえ、受給者証を

交付する流れとなります。 

患者様に受給者証交付後は道と協定を結んだ医療機関を患者

が自主受診することで、対象患者は自己負担上限額以上の医療費

を、支払いする必要がなくなる仕組みとなっております。 

今回の条例改正は、本事業における対象患者の利便性の向上及

び、行政運営の効率化を図るため、本人確認情報を利用できるよ

う措置するものとなります。 

説明は以上です。 

齊藤会⾧ はいありがとうございます。 

ただいまのご提案説明について、ご質問ございますか。 

（質疑なし） 

国の制度の変更に合わせて患者、利用者等の利便のために制度

を改めるということでございます。 

ご意見ないようですので、この審議会としてはこの改正の内容

を了承するということとさせていただきます。 

もちろん正式には道の議会でということになります。 

議題（４） 

その他 

齊藤会⾧ 本日予定しておりました議題は以上でございますけれども、委

員の皆様から何かご意見、ご質問等ございますでしょうか。 

 

 朝倉委員 基本的な話で恐縮ですが質問させていただきます。 

住民基本台帳ネットワークシステムのお話の中で、日本国内、

日本国外の話があったかと思いましたが、その日本国内にいる外

国籍の方々というのは対象になるのか、教えていただけたらと思

います。 

日本国内は本人確認情報で、日本国外は附票本人確認情報とい

う説明を聞いたときに、日本国内にいる外国の籍で住んでいる方
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も対象になっているのでしょうか。 

齊藤会⾧ 国民が国外に出国していかれるときには、住民票が除票されま

すので、情報のベースになっている住民票がなくなってしまうと

いうのは当初の設計だったのですけれども、ところが国外にいら

っしゃる方がネットワークを使って手続きする場合が多いので、

国外在住者の方が、いわゆるマイナンバーカード等の機能を使え

るようにしようということで、戸籍附票というのがもともとござ

いまして、これは本籍地の自治体で扱っていると思うのですけれ

ども、自治体が移ったっていう履歴情報を戸籍附票という形で持

っておりまして、それをデータベース化して、国外に出る人の最

終住所地がそれで特定できるわけですね。 

それを、住基ネットと結びつけて国外にいる人もマイナンバー

の仕組みを使えるようにしようとしたというのが先ほどの国内

国外の説明ということでして、外国人の方はご存じの通り、外国

人登録に代わって、別立てで動いているはずなのでここの話とは

直ちに直結する訳ではないという組み立てかなと思われますけ

れども、そういう理解でよろしいでしょうか。 

先ほどの国内国外というのはあくまで日本国民で国外にいる

人ですと、もともとの制度だと住民票が消えしまい、マイナンバ

ーのＩＣチップ機能が使えないというところを手当しようとい

うお話かと思います。 

朝倉委員 ちなみに今、日本で働いている住民票を取っている外国籍の人

も、住基ネットへ登録対象になっているのでしょうか。 

事務局 

（中澤係⾧） 

住民基本台帳法という法律に基づいて、住民基本台帳が各市町

村に整備されますけれども、もともとは日本人だけが対象だった

ものが平成 24 年から外国の方も対象になっていらっしゃって、

その台帳に登録されることになっておりますので、そういう意味

では、住基ネットの方にも外国人の方は登録されます。 

朝倉委員 例えば国内で働いている外国の社員等ですけど、一定期間外国

に行っても日本人と同じように、さっきのお話のような対応にな

りますか。 

事務局 

（中澤係⾧） 

基本的には齊藤委員の方からご説明ありましたように、日本国

外に転居した方は住民票が消除、なくなってしまいます。 

外国籍の方は、基本的に日本の戸籍を持っていらっしゃらない

ので戸籍の附票もないという状況になります。 

齊藤会⾧ 外国籍の方は一旦、海外に一定期間行かれても、結局一旦出国

されたことになって再入国ですよね。 
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これ、いわゆる再入国許可をもらって出た場合とか今短期であ

ればいらない、それにしても一旦は形の上では出国されて入国さ

れるっていうことで日本国民のように国籍を維持したままで、戸

籍附票の方に履歴を維持しているという形とはまたそこは立て

付けが違ってくるだろうと思います。 

やっぱり今、住んでいる自治体の中では、住基の中で、かつ外

国人登録とは違って自治体に置かれるようになりますけれども、

その上に一段国籍がありますので、一旦出ていかれると、そこで

在留が一旦切れるという立て付けなのかなと思います。 

磯部委員 技能実習生も同じような考え方でしょうか。 

事務局 

（中澤係⾧） 

実際に住民登録をしていただいていると思いますが、やはり国

籍はないと思います。 

齊藤会⾧ 技術実習生の方も、いわゆる技能実習の在留資格を持って在留

期間を定めて在留されているわけですので、在留期間の取り扱い

に種類があるというだけで、この後のいわゆる特定技能になった

としても、多少違いはあるだろうと思いますが、国籍を持ってい

る住民とはやはり違いはあるかと思われます。 

朝倉委員 ありがとうございます。 

手続きの対象になっているのかなというのが気になりました。 

齊藤会⾧ 外国籍住民の方には、マイナンバーはつくのですか。 

事務局 

（中澤係⾧） 

外国籍の方もマイナンバーカードが発行されます。 

余談ですけれども、多いのがベトナム籍の方とかが結構同じ名

前の方が多いということもあって、そういう方が再入国されたと

きには、厳正な本人確認を行わないと、マイナンバーを 2 つ発行

してしまう恐れがあるというような話はあります。 

齊藤会⾧ 在留カードとマイナンバーカードと、両方あるということです

ね。 

事務局 

（手塚主事） 

今は別々にありますが、今後の改正でマイナンバーカードとそ

の在留カードは、一体とすることが可能になる予定です。 

齊藤会⾧ それは決まっているけれども、この先の施行となるかたちです

か。 

事務局 

（手塚主事） 

そうですね。 

齊藤会⾧ 確かにご指摘の通り、日本国民の場合は戸籍附票で出入りがわ

かるわけですけれども、外国人の方は一旦国外へ出られると、一

旦そこで在留していた各情報が消えてしまうので、次また来られ

たときは新規という取り扱いとなるからそこで同一性の確認必
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要ということですね。 

齊藤会⾧ 

 

それでは事務局の方から資料の取り扱いについて、お話がある

ということです。 

お願いします。 

事務局 

（中澤係⾧） 

本審議会運営要領第２条第２項により、審議会の資料は「公開」

としています。 

しかしながら、お配りした資料のうち、「北海道住民基本台帳

ネットワークシステム情報セキュリティ対策実施規程」、「令和

７年度北海道住民基本台帳ネットワークシステム研修計画」及び

「住民基本台帳ネットワークシステム点検・監査手順書」につい

ては、道における住基ネット管理に係る事項が記載されているた

め、公開とすることはセキュリティ上の観点等から好ましくない

ものと考えます。 

以上のことから、同項のただし書の規定により、これら３つの

資料を「非公開」とすることを提案します。 

会議資料の取

扱い 

齊藤会⾧ ただいまの事務局からの提案について、ご異議はございません

か。 

（異議がないことを確認） 

それでは、事務局から提案があった３つの資料については、「非

公開」とします。 

最後に、事務局から次回の審議会の開催予定について報告をお

願いします。 

閉会 

 

事務局 

（内山補佐） 

 

本審議会はこれまで委員の皆様にご審議いただく必要がある

重要かつ、緊急な案件がなければ、年 1 回の開催としたいと考え

ております。 

このため、緊急な案件がなければ、来年度、年 1 回の開催とし

たいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

齊藤会⾧ それでは、以上をもちまして、第 27 回北海道本人確認情報等

保護審議会を終了します。ありがとうございました。 

 


